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概要
衆議院小選挙区制と比例代表制，および，参議院選挙区制は，選挙実施前に選挙区とその議

席数を決めておく必要がある．日本では，西暦年下 1桁が 5または 0の年に実施される国勢調査
の結果にもとづき，5年毎に選挙区の見直しが行われてきた．有権者の一票の価値が公平である
よう，人口に比例した選挙区割，議席配分がなされていることになっているが，実際には，一
票の最大較差が充分小さいとは言えず，選挙が実施される度に問題視され，裁判で争われてき
た．必要最小限の制約のもとで較差最小を目的とした最適化モデルを構築し，最適解を導出で
きると，較差の限界値を明示できる．国政選挙や地方選挙など日本の議会については，2000年
以降，その手法は確立された．本論文では，それらの手法を用い，2020年国政調査人口で 3つ
の国政選挙についての各種結果を示す．

1 はじめに
日本の国会は，衆議院と参議院の 2院で構成されている．その議員を選ぶ国政選挙では，衆

議院議員（定数 465）を小選挙区（289議席）と比例代表制（176議席）で選出し，参議院議員
（定数 248）を選挙区制（148議席）と比例代表制（100議席）で選出する．ただし，衆議院は小
選挙区で落選しても惜敗率により比例代表で復活当選があり，参議院は解散なしの任期 6年で
3年毎に半数改選（日本国憲法第 46条）である．また，同じ比例代表といっても，衆議院はブ
ロック毎で拘束名簿式であり，参議院は全国で非拘束名簿式2などと非常に複雑である．いずれ
にせよ，有権者は衆議院議員の選出に 2票，参議院議員の選出に 4票投じることになる．各選
挙実施後には，いわゆる一票の価値が不公平ではないか，具体的には，日本国憲法第 14条に違
反しているのではないかとして，選挙の度に法廷で争われているが，特に，衆議院の小選挙区
制と，参議院の選挙区制について争点になっている．
衆議院が小選挙区制を採用した 1994(H7)年からの較差と最高裁判決の歴史を表 1.1に，総選

挙の較差と改定区割の較差を図 1.1 に示す．
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表 1.1: 衆議院 総選挙 最高裁判決歴

年/月/日 　回/内閣 定数 較差 判決
1996/10/20 第 41回/橋本 300 2.309 合憲
2000/ 6/25 第 42回/森 300 2.471 合憲
2003/11/ 9 第 43回/小泉 300 2.150 却下
2005/ 9/11 第 44回/小泉 300 2.171 合憲
2009/ 8/30 第 45回/麻生 300 2.310 違憲状態
2012/12/16 第 46回/野田 300 2.428 違憲状態
2014/12/14 第 47回/安倍 295 2.129 違憲状態
2017/10/22 第 48回/安倍 289 1.980 合憲
2021/10/31 第 49回/岸田 289 2.079 （未）

図 1.1: 総選挙較差と改定区割較差

表 1.1 中の定数は，衆議院総定数のうち，小選挙区制に割り当てられた議席数を表す．図 1.1

の総選挙の最大較差を示す折れ線グラフにおいて，○は合憲，△は違憲状態判決だったことを
意味する．◇は区割改定時の最大較差である．グラフより，区割改定後，時間の経過とともに
最大較差が徐々に拡大し，改定で較差を縮小させる，ということが繰り返されていることがわ
かる．
衆議院小選挙区制は，国勢調査3の人口が公開される毎に，衆議院議員選挙区画定審議会（以

下，区画審とよぶ）が見直しを実施するかどうか，見直す場合の勧告案の提示を行う．小選挙区
制が開始されてから，4回の勧告案が出され，それに伴い公職選挙法が改正されて区割が変更さ
れてきた．2000(H12)年国勢調査をうけて，2002年に 300区のうち 68区が改定され，2.064倍
となった．2005(H17)年国勢調査の際は，変更しないことが決定された．よって，グラフから分
かるとおり，この期間に較差が徐々に拡大することとなった．2010(H22)年国勢調査を受けて，
2013(H25)年に 0増 5減案として 42区が改定され，1.998倍となった．定数が 300から 295に 5

人減り，このときはじめて 2倍を下回る案が提示された．これは，第 45回，第 46回総選挙に対
して，続けて最高裁が違憲状態判決を出し，特に「一人別枠方式」が較差拡大の主要因と結論
づけたことを受けてのものである．2015(H27)年国勢調査では，2017(H29)年に 0増 6減案とし
て 97区が改定され，1.956倍となった．定数が 295からさらに 6人減って 289人となり，このと
きも 2倍未満の案となった．2020(R2)年国勢調査の後，2022(R4)年 6月に 10増 10減案として
140区が変更され，過去最大の変更となった．定数を 47都道府県へ議席配分する方法としてこ
のときはじめて「一人別枠方式」が廃止され，それまで使ってきた「最大剰余法 LR」をやめて
「アダムス法 LD」で配分された．1.999倍である． 過去 3回の区画審の提案から，区画審は，2

倍未満になってさえいれば，それ以上較差を縮めることに積極的ではないことがわかる．
同様に，1982(S58)年より始まった参議院選挙区制における，最高裁判決の歴史を表 1.2に，

通常選挙の較差と是正案の較差を図 1.2 に示す．

3西暦の末尾が 0の年に大規模調査，末尾が 5の年に簡易調査が行われる
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表 1.2: 参議院 通常選挙 最高裁判決歴

年/月/日 　回/内閣 定数 較差 判決
1998/7/12 第 18回/橋本 76 4.975 合憲
2001/7/29 第 19回/小泉 73 5.036 合憲
2004/7/11 第 20回/小泉 73 5.134 合憲
2007/7/29 第 21回/安倍 73 4.858 合憲
2010/7/11 第 22回/菅 73 5.004 違憲状態
2013/7/21 第 23回/安倍 73 4.769 違憲状態
2016/7/10 第 24回/安倍 73 3.079 合憲
2019/7/28 第 25回/安倍 74 3.002 合憲
2022/7/10 第 26回/岸田 74 3.032 （未）

図 1.2: 通常選挙較差と是正案較差

表 1.2 中の定数は，参議院総定数のうち，選挙区制に割り当てられた議席数の半分（改選数）
を示している．図 1.2 の見方は衆議院の図 1.1 と同様である．
参議院選挙区制は，表 1.2 の期間に 5回見直しが行われた．2000(H12)年に 6減で 4.918倍，

2006(H18)年に 4増 4減で 4.842倍，2012(H24)年に 4増 4減で 4.746倍である．この是正案の
推移をみると，較差が 5倍未満におさえられていれば良しとされていたようだ．しかし，この
状況が続いていることに対して最高裁が待ったをかけることとなる．衆議院の同じ時期と同様，
2006(H18)年，2012(H24)年見直し後の通常選挙 2回は共に最高裁が違憲状態の判決を出した．
衆議院と比較して 5倍の較差がある主要因は，定数 76または 73を 47都道府県に人口比例で配
分する際，都道府県の人口分布に非常な偏りがあるためである（例えば，最大人口 1200万強の
東京都と最小人口 60万前後の鳥取県で 20倍程度）．最大較差を大幅に解消する 1つの方策に，
合区の導入がある [16, 17, 25]．判決を受けて 2015(H27)年の改正案ではじめて合区が導入され
た．10増 6減 2合区（鳥取県＋島根県，徳島県＋高知県）とし，較差 2.974倍とはじめて 3倍未
満の提示となった．合区には賛否あるが，較差の大幅な改善をもたらしたという意味では英断
と言える．2018(H30)年の定数是正で 2増案が提示され 2.985倍となった．合区を導入して 3倍
未満にはなったが，最後の改正案から推察するに，3倍からさらに改善しようという意思が認め
られないのは残念である．合区のみで 2倍未満にするには，さらなる合区をつくる必要がある
（[16, 17, 25]）が，2020年のデータについては本論の本文で述べる．
衆参の最近の選挙については，2022年 12月現在で高裁までの判決が出そろい，最高裁で係争

中である．
選挙区の画定には，定数配分問題（議席配分問題）と区割画定問題の片方，乃至，両方を解

く必要がある．衆議院の小選挙区制は，定数を都道府県に人口に比例して配分し（定数配分問
題），都道府県毎に与えられた議席数の小選挙区をつくる（区割画定問題）．衆議院比例代表制
[拘束名簿式]は，定数を 11のブロックに人口に比例して配分する（定数配分問題）．また，選
挙実施後に，各党の獲得票に応じて議席数を配分する（定数配分問題）．参議院の選挙区制 [合
区付]は，合区選定と都道府県への配分を同時決定する（区割画定問題）．参議院の比例代表制
[非拘束名簿式・特定枠付き]は，選挙実施後に，各党の獲得票に応じて議席数を配分する（定数
配分問題）．このとき，選挙区画定時は人口として国勢調査の結果を用い，選挙実施後の比例代
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表制の議席配分問題では当日有権者（投票者）数を用いる．ただし，画定時の人口は，2010年
までは国勢調査の総人口を使用していたが，2015年からは日本国民4というものを定義して使う
よう改められた． 画定時に人口を用いるか有権者を用いるかは各国によって対応が異なる（cf.

[43, 44, 57, 58, 59])．
定数配分法は，議会制度が作られてから多くの手法が提案されている（cf. [1, 63, 64, 71]）．

本論では，下に示す剰余法 1つと除数法 7つを用いる．

1. 剰余法： 最大剰余法 LR; Largest Remainder Method

2. 除数法： 最大除数法 LD; Largest Divisor Method，閾値床除数法

3. 除数法： 調和平均法 HMD; Harmonic Mean Divisor Method，閾値調和平均除数法

4. 除数法： 幾何平均法 GMD; Geometric Mean Divisor Method，閾値幾何平均除数法

5. 除数法： 対数平均法 LMD; Logarithmic Mean Divisor Method，閾値対数平均除数法

6. 除数法： identric平均法 IMD; Identric Mean Divisor Method，閾値 identric平均除数法

7. 除数法： 算術平均法 AMD; Arithmetic Mean Divisor Method，閾値算術平均除数法

8. 除数法： 最小除数法 SD; Smallest Divisor Method，閾値天井除数法

議席配分法で提案されてきたこれらの手法の性質については [1, 47, 46, 61, 71]などを，各種情
報量（α-divergence, f -divergence, Bergman divergence, Kullback-Leibler divergenceなど）や
エントロピー（Generalized Entropy, Theil Indexなど），社会的厚生関数（Rawls型，Nash型，
Bentham型，Atkinson型など）との関連については，[65, 66, 62], [25]別表などを参照されたい．
また，比較対象として，議席配分最適化モデル [15, 20]による限界値も提示する．日本では，

最大人口と最小人口の比を評価対象とすることが多いので，必要最小限の制約のもと，その比
を最小化する最適化モデルが適切である．制約は，配分議席合計が総定数に一致することと，人
口単調性（人口の大小と配分議席の大小に矛盾がないこと），割当分特性（人口比例値の切り上
げか切り捨てのどちらかを用いる）を条件とするかどうかなどである．
区割画定問題を必要最小限の制約の最適化モデルで解き，最適解による限界値を提示するこ

とは，政治的に非常に意義がある（cf. [54, 55]）．較差の限界値が明示されることで，現在の区
割に対する改善の有無がはっきりするからである（cf.[39, 42, 14, 20, 24]）．また，最適区割の限
界較差から現行区割の較差までの実行可能解（区割）を列挙することで，どれほどの候補があ
るかを明示できる [28, 68]．そして，列挙した解について，最適化モデルの制約として考慮して
いない各種特徴量（人口推計による推移，選挙区の親密度や人の往来等の地域のつながり，現
行区割との乖離度，選挙区を構成する部分グラフ（連結成分）の直径によるコンパクト性など）
を計算し提示することで，「各種情報を考慮しながら区割を求める」という困難な作業を「望ま

4総人口は，日本人人口と外国人人口，および国籍不詳人口の和であり，日本国民とは，総人口から外国人人口
を除いたものと定義されている．国政選挙に対して外国人参政権を認めるかどうかという問題が絡むようである．
国民生活に直接関係してくることが多くなる，地方選挙（都道府県知事・議会選挙，市区町村長・議会選挙）の場
合はまた異なる対応となるようだ（[19, 21, 29, 31, 32]）．
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しい区割を選択する」という易しい作業にできる [15, 18, 24]．その情報を意思決定者に提示で
きるのである．
さて，衆議院小選挙区における区割画定問題は，根本・堀田 [38, 39]の手法で 47都道府県の

全区割を求解可能となっている．求めるには 2つのモデルを用いるが，この 2つのモデルによる
0-1整数型定式化を素直に混合整数計画ソルバーで解こうとしても現実的な時間では解けない．
第 2妥当選挙区のアイデアを用いたそれぞれのモデルに対応する前処理を施した上ではじめて，
現実的な時間で解くことが可能となる [38, 39, 40, 41, 42, 14, 20]．また，目的関数が比最小のた
め，分数計画問題を解くこととなるが，一般的にパラメータを用いた二分探索法やNewton法
を使う（cf. [49]）のではなく，問題の構造を利用したアルゴリズムで，より簡便に求解が可能
である [22]．なお，選挙区の構成要素として，2010年以前は市区郡が，2015年以降は市区町村
が使われている．要素が市区町村となったことで，一部，最適解の求解が困難になった県があ
る．3節で言及する．
本論では，2020年国勢調査の人口（日本国民），およびそのときの行政界（市区町村）をも

とにした隣接グラフ上で，衆議院比例区，衆議院小選挙区，参議院選挙区の最適化による結果
を，それぞれ 2節，3節，4節で示す．

2 衆議院比例代表制
衆議院比例代表制 [拘束名簿式]の選挙を実施するには，定数 176を 11のブロックに定数配分

する必要がある．11のブロックは，それぞれ 47都道府県で構成され，構成要素と各ブロック人
口，および 176の人口比例値は表 2.1の通りとなる．ブロックは人口降順に並べてある．

表 2.1: 衆議院比例代表制で用いる 11ブロックの構成
ブロック 構成都道府県 123,743,639 176.00

近畿 滋賀／京都／大阪／兵庫／奈良／和歌山 20,146,800 28.65
南関東 千葉／神奈川／山梨 15,980,086 22.73
東海 岐阜／静岡／愛知／三重 14,513,498 20.64
九州 福岡／佐賀／長崎／熊本／大分／宮崎／鹿児島／沖縄 14,106,056 20.06
北関東 茨城／栃木／群馬／埼玉 13,773,932 19.59
東京都 東京 13,564,222 19.29
東北 青森／岩手／宮城／秋田／山形／福島 8,555,728 12.17
中国 鳥取／島根／岡山／広島／山口 7,154,959 10.18

北陸信越 新潟／富山／石川／福井／長野 7,093,160 10.09
北海道 北海道 5,190,293 7.38
四国 徳島／香川／愛媛／高知 3,664,905 5.21

8つの議席配分法と最適化モデルによる最小比配分の結果は，表 2.2となる．このうち，最大
除数法 LDが現行の配分である．
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表 2.2: 衆議院比例代表制の各手法による配分議席と一票の較差
剰余法 除数法 最適化

手法 最大 最大 調和平均 幾何平均 対数平均 identric 算術平均 最小 2値
LR LD HMD GMD LMD IMD AMD SD optR

近畿 29 28 29 29 29 29 29 29 29
南関東 23 23 23 23 23 23 23 23 23
東海 21 21 21 21 21 21 21 21 21
九州 20 20 20 20 20 20 20 20 20
北関東 20 19 20 20 20 20 20 20 20
東京都 19 19 19 19 19 19 19 19 19
東北 12 12 12 12 12 12 12 12 12
中国 10 10 10 10 10 10 10 10 10
北陸信越 10 10 10 10 10 10 10 10 10
北海道 7 8 7 7 7 7 7 7 7
四国 5 6 5 5 5 5 5 5 5
max 741,470 724,944 741,470 741,470 741,470 741,470 741,470 741,470 741,470
min 688,697 610,818 688,697 688,697 688,697 688,697 688,697 688,697 688,697
max 1.077 1.187 1.077 1.077 1.077 1.077 1.077 1.077 1.077

1.064 1.178 1.064 1.064 1.064 1.064 1.064 1.064 1.064
1.039 1.171 1.039 1.039 1.039 1.039 1.039 1.039 1.039
1.037 1.169 1.037 1.037 1.037 1.037 1.037 1.037 1.037
1.035 1.167 1.035 1.035 1.035 1.035 1.035 1.035 1.035

ratio 1.030 1.161 1.030 1.030 1.030 1.030 1.030 1.030 1.030
1.024 1.155 1.024 1.024 1.024 1.024 1.024 1.024 1.024
1.009 1.137 1.009 1.009 1.009 1.009 1.009 1.009 1.009
1.009 1.131 1.009 1.009 1.009 1.009 1.009 1.009 1.009
1.004 1.062 1.004 1.004 1.004 1.004 1.004 1.004 1.004

min 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000

表 2.2 の上段は，11ブロックを人口降順にならべ，各手法で配分された議席数を表している．
中央は，各ブロックの人口を配分議席で除した平均人口の最大値 max と最小値 min を示し，下
段は，11ブロック平均人口の較差を降順に並べ替えたものである．よって，下段の順番は手法
毎に異なる事に注意されたい．
最大除数法 LDは，人口の多いところに少なく，人口の少ないところに多めに議席を配分す

る傾向があることが知られている（cf. [1]）が，ここでもその傾向が表れていることが分かる．
また，これにより，最大除数法のみが最大較差が最も悪くなっており，それぞれの較差の分布
も悪い方に偏っていることが見てとれる．最適化も含めて他の手法が全ブロック間で較差 1.1倍
未満であるのに対し，最大除数法のみ，9ブロックで 1.1倍を超え 1.2倍未満となっている．こ
の比例区についても，法廷で争われており，最高裁が合憲判決を出している5．
なお，議席配分最適化モデルは，割当分特性を満たす 2値版の結果である．最大剰余法は，割

当分特性を満たすが，除数法は満たすとは限らない．ただし，この例では，全てにおいて満た
されている，即ち，各ブロックの配分議席は人口比例値の切り上げか切り捨てのどちらかとなっ
ている（表 2.1の右端の人口比例値と比較参照のこと）．

5例えば，2012(H24)年 12月の衆議院総選挙において，小選挙区制では違憲状態判決であった (表 1.1)が，比
例区では合憲判決が出されている．

– 6 –



3 衆議院小選挙区制
衆議院小選挙区制は，まず，小選挙区制に割り当てられた定数 289を 47都道府県に人口に比

例して配分し，次に，都道府県毎に与えられた議席数分の小選挙区をつくる．既に述べたとおり，
現在の小選挙区の構成要素は市区町村である．欧米では，地域のつながりよりも，人口較差の条
件の方を気にするのか，より細かい要素を用いたがる（cf. [10, 11, 50]）．よって，厳密解法では
求解困難なので，より細かい制約を課したり，形状やつながり要素を加味した目的関数を用いて
ヒューリスティックで実行可能解を一つ求めることが多いようだ（cf. [3, 4, 5, 6, 50, 52, 67, 72]）．
衆議院比例代表制と同様に，まずは 8つの議席配分法と 2つの議席配分最適化モデルで 289議

席を 47都道府県に配分した結果を示す．表 3.1 の max, min, ratio は都道府県毎に人口を配分議
席で除した 1選挙区あたり平均人口を計算し，その最大と最小，およびその比を表す．この比の
値が一票の最大較差の下限となる．最適化モデルは，割当分特性を満たす方が 2値版，満たす
とは限らない方が拡張モデルである（cf. [20]）6． 除数法は理論上満たすとは限らないが，閾値
に各種平均を使う除数法は現実の事例では全て満たすことが多く，両極端な最大・最小除数法
は人口の大きい都道府県と小さい県でいくつか満たさないことがある．表 3.1の背景色が黄のセ
ルは，切り捨て値より小さい値が，緑のセルは切り上げ値より大きい値が割り当てられている．
現行区割（2022(R4)年 6月 16日勧告，同年 11月 18日可決）は最大除数法 LD による配分と

なる．この手法のみ，最小人口の鳥取県に 2議席配分する．表 3.1の max に出てくる値 549,097

は鳥取県の人口（人口を割当議席 1で除した値）で，min に出てくる値 274,549 は鳥取県の人口
の半分（人口を割当議席 2で除した値）である．現在の定数と人口では，1選挙区平均人口の上
限か下限に鳥取県が絡んでくることが分かる．議席配分最適化モデルによる結果や剰余法，最
小除数法 SD を除く他の平均的除数法は，全て，鳥取に 1議席を割り当て，一票の最大較差下
限を 1.657倍にする．現在採用されている最大除数法 LDは，鳥取に 2議席など，人口の小さい
県に多く配分し（宮城県以下の 5～1議席の分布を比較参照されたい），その分，人口の多い 4

都府県に本来割り当てるべき比例値の切り捨て値よりも少なく配分しており，歪んだ割り当て
方法であることがわかる7．
これまで提案されてきた主な議席配分法の定性的な性質の観点からは，アラバマパラドクス

や人口パラドクスが起こる最大剰余法LRは避け，割当分特性は理論上満たさないが現実の事例
ではほぼ満たすことが期待される閾値が平均的な除数法が良しとされるようだ（cf. [1, 60, 61,

62, 63, 71]）8．上記の定量的な観察からも，人口に比例して配分したい場合は，閾値に平均値を
用いる 5つの除数法のいずれかを採用するべきである．なお，議席配分最適化モデルでは，max,

min が決定された後，内側はminからの比を順次最小化している9ので，例えば，埼玉県や兵庫
県などへの割り当てが他の平均的な除数法や最大剰余法より少なくなっている．

6ただし，拡張版最適化モデルは 2値版最適化モデルの実行可能領域を含むとは限らない．詳細は [20]等を参照
されたい．

7これまで「一人別枠方式＋最大剰余法」の議席配分では，東京都の議席は 25で，もっと割を食っていたが，今
回で 30に 5増されても，人口分布に比較してまだ少ないのである．神奈川県・大阪府・愛知県も同様である．

8選挙区制度（1人選出選挙区制度 [小選挙区制]，複数人選出選挙区制度 [小+大選挙区制]）の場合である．比例
代表については，支持者がごく少数の政党の扱いにより，足切り条項を付記したり，修正サンラグ法（修正AMD）
やドント法（SD）などが好まれ，使われている．

9日本での較差の評価がminからの比だからである．詳細は [15, 20]等を参照されたい．
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表 3.1: 衆議院小選挙区制の議席配分の比較

剰余 除数法 最適化
手法 最大 最大 調和平均 幾何平均 対数平均 identric 算術平均 最小 2値 拡張

LR LD HMD GMD LMD IMD AMD SD optR optD
max 549,097 465,829 549,097 549,097 549,097 549,097 549,097 753,067 549,097 549,097
min 331,448 274,549 331,448 331,448 331,448 331,448 331,448 394,555 331,448 331,448
ratio 1.657 1.697 1.657 1.657 1.657 1.657 1.657 1.909 1.657 1.657
東京都 32 30 31 32 32 32 32 34 31 30
神奈川県 21 20 21 21 21 21 21 22 21 20
大阪府 20 19 20 20 20 20 20 21 20 19
愛知県 17 16 17 17 17 17 17 18 17 16
埼玉県 17 16 17 17 17 17 17 18 16 16
千葉県 14 14 14 14 14 14 14 15 14 14
兵庫県 13 12 13 12 13 13 13 13 12 12
北海道 12 12 12 12 12 12 12 13 12 12
福岡県 12 11 12 12 12 12 12 12 11 12
静岡県 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8
茨城県 7 7 7 7 7 7 7 7 6 7
広島県 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6
京都府 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6
宮城県 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5
新潟県 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5
長野県 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5
岐阜県 5 5 5 5 5 5 5 4 5 5
栃木県 4 5 4 4 4 4 4 4 5 5
群馬県 4 5 4 4 4 4 4 4 5 5
岡山県 4 4 4 4 4 4 4 4 4 5
福島県 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
三重県 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
熊本県 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
鹿児島県 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
沖縄県 3 4 3 3 3 3 3 3 4 4
滋賀県 3 3 3 3 3 3 3 3 3 4
山口県 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
愛媛県 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
奈良県 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
長崎県 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
青森県 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
岩手県 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
石川県 3 3 3 3 3 3 3 2 3 3
大分県 3 3 3 3 3 3 3 2 3 3
宮崎県 3 3 3 3 3 3 3 2 3 3
山形県 2 3 3 3 2 2 2 2 3 3
富山県 2 3 2 2 2 2 2 2 3 3
秋田県 2 3 2 2 2 2 2 2 2 2
香川県 2 3 2 2 2 2 2 2 2 2
和歌山県 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2
佐賀県 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2
山梨県 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2
福井県 2 2 2 2 2 2 2 1 2 2
徳島県 2 2 2 2 2 2 2 1 2 2
高知県 2 2 2 2 2 2 2 1 2 2
島根県 2 2 2 2 2 2 2 1 2 2
鳥取県 1 2 1 1 1 1 1 1 1 1
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各都道府県の 1選挙区平均人口を手法毎に降順に並べてグラフ化したものが図 3.1である．よっ
て，横軸には都道府県が並ぶが，手法毎に位置が異なることに注意されたい．中央の横点線が
全国平均 428,179 である（全国人口を定数 289で除した値）．全てがこの線上にあれば，較差
1.000倍となるが，現実には，上下限にずれる．このずれ具合が小さい程，歪みや偏りが小さい
手法と言え，この最大値（最左の値）と最小値（最右の値）の比が一票の最大較差下限を意味
する．
人口の小さい県により手厚い傾向のある最大除数法 LDは右下に向かってより下側にあり，人

口の大きい県により手厚く配分する傾向のある最小除数法 SD は左上に向かってより上側に歪
んでいることがわかる．それ以外の最適化モデル，最大剰余法，平均的除数法は，この 2つに
比して中央よりになる．ただし，比を目的とした最適化モデルは，分布の点では他と異なる傾
向を示す．例では，左側は中央線により近く，右側は中央線より遠くなる傾向が見て取れる．

図 3.1: 都道府県の各定数配分法による 1選挙区平均人口

次に，都道府県毎に最適化モデルを解き，最適区割を導出するが，第 2妥当選挙区を用いた前
処理が必要となる．集合m分割型モデルでは，第 2妥当選挙区を用い，ネットワークフロー型
モデルでは，第 2妥当選挙区を利用した最適性を損なわない 0-1変数の事前固定を行う [38, 39]．
その結果が表 3.2である．
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表 3.2: 第 2妥当選挙区による前処理結果と最適解求解について

都道府県 人口 m |V | |E| 全選挙区 第 1妥当 第 2妥当 固定 全変数 固定率 求解
福岡県 5,068,515 11 72 169 3,400,414,087 3,399,229,548 693,762,217 564 1,584 35.6% -
奈良県 1,312,968 3 39 94 9,499,514,939 9,422,984,690 48,446,761 44 234 18.8% NF
山形県 1,060,878 3 35 84 681,335,604 668,005,855 16,557,200 40 210 19.0% NF
岐阜県 1,929,763 5 45 105 512,911,379 512,790,338 11,271,768 126 450 28.0% NF
埼玉県 7,183,326 16 72 185 30,379,090 30,173,191 9,191,491 986 2,304 42.8% -
青森県 1,232,575 3 43 90 2,629,996,051 2,627,850,997 1,409,206 104 258 40.3% NF
鹿児島県 1,578,219 4 45 86 2,117,047,946 2,115,286,329 850,265 235 360 65.3% NF
岩手県 1,203,597 3 33 74 84,257,462 83,743,008 438,514 38 198 19.2% NF
熊本県 1,723,710 4 49 106 7,742,232,822 7,734,699,115 356,264 70 392 17.9% NF
千葉県 6,142,303 14 59 133 19,495,509 19,455,365 313,178 924 1,534 60.2% -
新潟県 2,186,244 5 38 81 1,179,281 1,175,295 129,336 104 380 27.4% B
兵庫県 5,377,722 12 49 107 1,250,118 1,227,518 63,447 665 1,176 56.5% SP
茨城県 2,809,190 7 44 95 258,877 256,863 49,452 126 616 20.5% SP
岡山県 1,863,316 4 30 66 1,747,498 1,619,557 25,347 82 240 34.2% B
山梨県 795,981 2 27 61 11,179,924 10,849,175 24,574 30 108 27.8% B
愛知県 7,311,046 16 69 173 33,688 32,907 20,284 1,054 2,208 47.7% SP
宮城県 2,282,543 5 39 86 327,773 315,958 18,502 118 390 30.3% B
広島県 2,751,969 6 31 65 120,633 119,631 14,805 142 372 38.2% B
大阪府 8,629,004 19 72 166 13,957 13,434 10,044 1,624 2,736 59.4% SP
群馬県 1,885,678 5 37 80 293,801 280,985 9,641 221 370 59.7% B
神奈川県 9,041,802 20 58 135 33,757 31,515 8,824 1,573 2,320 67.8% SP
徳島県 714,526 2 25 56 2,780,385 2,385,538 8,428 28 100 28.0% B
宮崎県 1,063,102 3 26 55 1,023,368 903,502 5,947 64 156 41.0% B
栃木県 1,895,738 5 25 56 39,980 37,776 5,258 129 250 51.6% B
静岡県 3,547,156 8 43 92 31,473 29,873 5,231 235 688 34.2% SP
東京都 13,564,222 30 62 145 6,261 5,768 2,293 2,131 2,976 71.6% SP
京都府 2,525,645 6 36 78 13,896 12,616 1,918 126 432 29.2% B
滋賀県 1,384,906 3 19 39 12,740 11,963 1,750 46 114 40.4% B
沖縄県 1,449,323 4 41 67 969,905 965,862 1,730 126 328 38.4% B
秋田県 955,851 3 25 52 161,158 151,902 1,448 67 150 44.7% B
長崎県 1,304,001 3 21 33 7,916 7,580 216 92 126 73.0% B
和歌山県 916,555 2 30 57 17,113,425 12,452,214 212 43 120 35.8% B
高知県 687,307 2 34 66 30,770,291 22,776,275 132 53 136 39.0% B
大分県 1,113,684 3 18 33 6,781 5,738 120 60 108 55.6% B
鳥取県 549,097 2 19 33 9,981 9,233 114 48 76 63.2% B
三重県 1,725,533 4 29 51 7,503 4,131 70 155 232 66.8% B
愛媛県 1,323,682 3 20 33 9,675 7,551 67 60 120 50.0% B
福井県 753,067 2 17 26 1,457 1,193 62 20 68 29.4% B
山口県 1,327,681 3 20 34 3,627 3,175 48 67 120 55.8% B
佐賀県 805,502 2 20 33 9,476 8,215 48 52 80 65.0% B
香川県 939,390 3 17 30 467 276 40 102 102 100.0% B
島根県 662,896 2 19 33 6,708 6,103 32 23 76 30.3% B
富山県 1,018,488 3 15 27 175 33 11 85 90 94.4% B
石川県 1,118,841 3 19 30 595 28 6 97 114 85.1% B
北海道 5,190,293 12 68 161 - - - - - - -
福島県 1,820,284 4 58 142 - - - - - - -
長野県 2,016,520 5 77 185 - - - - - - -

mは選挙区数，|V |, |E|は隣接グラフの点数と枝数である．第 1妥当選挙区とは，指定範囲内
の人口（平均人口±33.3%）10をもつ選挙区を意味し，第 2妥当選挙区とは，第 1妥当選挙区の内，
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当該選挙区を用いると過小人口選挙区が出来てしまう選挙区を除いたものである（cf. [39]）．
固定，全変数，固定率は，ネット―ワークフロー型モデルにおいて，第 2妥当選挙区を利用

した 0-1変数の固定結果で，全変数のうち 0か 1に事前固定可能な数とその率を意味する．最後
の求解は，この前処理後にMIPソルバーで現実的な時間で 2つのモデルのどちらで解けたかを
示している．NFがネットワークフロー型のみで，SPが集合m分割型のみで，Bが両方のモデ
ルで解けたものを表す．ハイフン (-)は，このままでは求解困難で，最適性を損なわずに範囲を
狭めた再前処理が必要な対象となる（cf.[22]）．なお，福岡県，埼玉県，福島県の 3県は要素が
市区町村では求解が困難なため，市区郡で求めた最適解を示してある．一票の最大較差（全国
の最大最小）には影響しない．北海道・福島県・長野県の 3道県はこの範囲での第 2妥当選挙区
の列挙は現実的な時間では困難である．
問題にもよるが，求解の大体の目安として，集合m分割型モデルの場合，第 2妥当選挙区数

が 30万程度なら，現実的な時間で解ける11．ネットワークフロー型の場合，解きやすさの目安
は 0-1変数の固定率，非固定数，議席数mに依存する．実際には，目安から見てこのまま解け
そうな場合はソルバーにかけて解き，難しそうなものは，最適性を損なわない程度に範囲を狭
めて求めた後，ソルバーで解く（cf. [22]）．
当該都道府県の平均人口の 4/3倍を越える過大人口市区の事前分割に該当するのは，栃木県・

宇都宮市，千葉県・船橋市，東京都・世田谷区，練馬区，大田区，江戸川区，足立区，鹿児島
県・鹿児島市の 8市区となる．それぞれ当該都県の平均人口を割り当て，計算から除外する（そ
れぞれ 1選挙区分，選挙区数を減らす）．また，事前の市区分割では，全国平均の 4/3倍を超え
る市区も対象となる．該当するのは，東京都・杉並区である．表 3.2は，過大市区事前分割後の
結果である．なお，2020年国勢調査で人口が 0の福島県双葉郡浪江町は，隣接グラフから除外
してある12．
事前分割をした市区に当該都道府県の 1選挙区平均人口を割り当てるのは，残りの計算（の

平均人口）に矛盾が生じないので，計算上都合が良いことと，人口をパラメータを用いて調整
しながら解くことも可能 [13]だが，その手間暇を掛けるより，事前に平均を割り当てて除外し
て計算した後，調整したい場合は手作業で分割市区の人口を移動修正する方が現実的で，作業
支援としても優れていると思われるからである13．
過大・過小選挙区を避けるための市区町村事後分割は，最適解を求めることではじめて対象

かどうかが判明する．対象となるのは，千葉県・市川市，富山県・富山市，石川県・金沢市，三
重県・四日市市，香川県・高松市の 5市となる．よって，市区分割が必要なのは事前分割の 9市
区とあわせて 14市区である14．
現行と同じ議席配分と，議席配分最適化モデル（2値版）による議席で計算した結果を示す．
10ドイツ連邦議会は小選挙区制（299議席）を平均人口±15%で作成する．アメリカ合衆国議会下院（435議席）
は，50州に幾何平均法GMDで配分した後，州毎に平均人口±1%で作成する（ただし例外の州もある）　．よっ
て，州内では較差ほぼ 1倍だが，50州の最大較差は議席配分による較差から 1.8～1.9倍である．

112022年の一般的な PCのスペックとMIPソルバー（cplex ver.20など）による目安．2002年頃の PCとMIP
ソルバー（cplex ver5など）では 2～4万程度が目安だった（cf. [39]）．

12東日本大震災（2011年 3月 11日）時の，福島県原子力発電所の事故の影響による．2015年国勢調査時では，
人口 0の町は 4つあった．福島県双葉郡富岡町，大熊町，双葉町，浪江町である（cf. [20]）．

13論文で最適区割を提示する際には，平均人口のままで事後調整は行っていない．
14議席配分に現行区割と同じ最大除数法 LD を用いた場合の結果．議席配分最適化モデル（2値版）では，香川
県への議席配分が 2となる（LDの場合は 3）ので，高松市は分割対象とならず，分割に必要な市区は 13となる．
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表 3.3: 衆議院 小選挙区 最適区割（議席配分 LD）
全国 123,743,639 289 1,786 3,875 567,565 273,973 2.072

都道府県 人口 m |V | |E| max min ratio

東京都 13,564,222 30 62 145 567,565 373,426 1.520
大分県 1,113,684 3 18 33 472,953 317,374 1.490
福岡県 5,068,515 11 72 169 544,188 384,834 1.414
愛媛県 1,323,682 3 20 33 508,520 360,071 1.412
千葉県 6,142,303 14 59 133 482,719 346,579 1.393
沖縄県 1,449,323 4 41 67 430,915 315,157 1.367
埼玉県 7,183,326 16 72 185 562,682 422,298 1.332
大阪府 8,629,004 19 72 166 551,736 418,572 1.318
神奈川県 9,041,802 20 58 135 518,722 395,245 1.312
三重県 1,725,533 4 29 51 490,694 377,101 1.301
兵庫県 5,377,722 12 49 107 520,450 419,233 1.241
宮崎県 1,063,102 3 26 55 399,230 331,600 1.204
愛知県 7,311,046 16 69 173 471,098 414,983 1.135
山口県 1,327,681 3 20 34 466,111 413,267 1.128
群馬県 1,885,678 5 37 80 402,656 357,981 1.125
北海道 5,190,293 12 68 161 457,008 411,214 1.111
京都府 2,525,645 6 36 78 441,230 401,763 1.098
秋田県 955,851 3 25 52 337,318 308,527 1.093
静岡県 3,547,156 8 43 92 463,787 424,596 1.092
広島県 2,751,969 6 31 65 474,204 439,811 1.078
石川県 1,118,841 3 19 30 385,482 360,412 1.070
長崎県 1,304,001 3 21 33 447,581 420,765 1.064
高知県 687,307 2 34 66 350,436 336,871 1.040
滋賀県 1,384,906 3 19 39 470,733 454,238 1.036
岐阜県 1,929,763 5 45 105 396,195 382,807 1.035
宮城県 2,282,543 5 39 86 462,786 447,451 1.034
栃木県 1,895,738 5 25 56 385,398 375,623 1.026
島根県 662,896 2 19 33 335,078 327,818 1.022
福井県 753,067 2 17 26 380,488 372,579 1.021
岡山県 1,863,316 4 30 66 470,231 460,547 1.021
富山県 1,018,488 3 15 27 342,746 336,246 1.019
香川県 939,390 3 17 29 315,254 311,006 1.014
茨城県 2,809,190 7 44 95 403,754 399,540 1.011
福島県 1,820,284 4 55 130 456,379 453,651 1.006
新潟県 2,186,244 5 38 81 438,318 436,078 1.005
鳥取県 549,097 2 19 33 275,124 273,973 1.004
佐賀県 805,502 2 20 33 403,528 401,974 1.004
熊本県 1,723,710 4 49 106 431,670 430,200 1.003
青森県 1,232,575 3 43 90 411,505 410,129 1.003
和歌山県 916,555 2 30 57 459,003 457,552 1.003
奈良県 1,312,968 3 39 94 437,797 437,501 1.001
長野県 2,016,520 5 77 185 403,368 403,214 1.000
山形県 1,060,878 3 35 84 353,707 353,582 1.000
岩手県 1,203,597 3 33 74 401,255 401,164 1.000
徳島県 714,526 2 25 56 357,292 357,234 1.000
山梨県 795,981 2 27 61 398,001 397,980 1.000
鹿児島県 1,578,219 4 45 86 394,556 394,554 1.000
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表 3.4: 衆議院 小選挙区 最適区割（議席配分 optR）
全国 123,743,639 289 1,786 3,875 567,565 315,157 1.801

都道府県 人口 m |V | |E| max min ratio

東京都 13,564,222 31 62 145 567,565 334,845 1.695
大分県 1,113,684 3 18 33 472,953 317,374 1.490
福岡県 5,068,515 11 72 169 544,188 384,834 1.414
愛媛県 1,323,682 3 20 33 508,520 360,071 1.412
千葉県 6,142,303 14 59 133 482,719 346,579 1.393
大阪府 8,629,004 20 72 166 499,382 358,897 1.391
香川県 939,390 2 17 29 544,838 394,552 1.381
沖縄県 1,449,323 4 41 67 430,915 315,157 1.367
神奈川県 9,041,802 21 58 135 518,722 384,471 1.349
埼玉県 7,183,326 16 72 185 562,682 422,298 1.332
三重県 1,725,533 4 29 51 490,694 377,101 1.301
兵庫県 5,377,722 12 49 107 520,450 419,233 1.241
宮崎県 1,063,102 3 26 55 399,230 331,600 1.204
山口県 1,327,681 3 20 34 466,111 413,267 1.128
群馬県 1,885,678 5 37 80 402,656 357,981 1.125
北海道 5,190,293 12 68 161 457,008 411,214 1.111
愛知県 7,311,046 17 69 173 456,682 414,689 1.101
京都府 2,525,645 6 36 78 441,230 401,763 1.098
静岡県 3,547,156 8 43 92 463,787 424,596 1.092
広島県 2,751,969 6 31 65 474,204 439,811 1.078
石川県 1,118,841 3 19 30 385,482 360,412 1.070
長崎県 1,304,001 3 21 33 447,581 420,765 1.064
高知県 687,307 2 34 66 350,436 336,871 1.040
滋賀県 1,384,906 3 19 39 470,733 454,238 1.036
岐阜県 1,929,763 5 45 105 396,195 382,807 1.035
宮城県 2,282,543 5 39 86 462,786 447,451 1.034
栃木県 1,895,738 5 25 56 385,398 375,623 1.026
島根県 662,896 2 19 33 335,078 327,818 1.022
福井県 753,067 2 17 26 380,488 372,579 1.021
岡山県 1,863,316 4 30 66 470,231 460,547 1.021
富山県 1,018,488 3 15 27 342,746 336,246 1.019
茨城県 2,809,190 6 44 95 471,684 466,792 1.010
福島県 1,820,284 4 55 130 456,379 453,651 1.006
新潟県 2,186,244 5 38 81 438,318 436,078 1.005
佐賀県 805,502 2 20 33 403,528 401,974 1.004
熊本県 1,723,710 4 49 106 431,670 430,200 1.003
青森県 1,232,575 3 43 90 411,505 410,129 1.003
和歌山県 916,555 2 30 57 459,003 457,552 1.003
秋田県 955,851 2 25 52 478,102 477,749 1.001
奈良県 1,312,968 3 39 94 437,797 437,501 1.001
長野県 2,016,520 5 77 185 403,368 403,214 1.000
山形県 1,060,878 3 35 84 353,707 353,582 1.000
岩手県 1,203,597 3 33 74 401,255 401,164 1.000
徳島県 714,526 2 25 56 357,292 357,234 1.000
山梨県 795,981 2 27 61 398,001 397,980 1.000
鹿児島県 1,578,219 4 45 86 394,556 394,554 1.000
鳥取県 549,097 1 19 33 549,097 549,097 1.000
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同じ議席配分のもとでの現行区割（2022(R4)年 6月勧告，11月可決）が 1.999倍であるのに
対し，最適解が 2.072倍と最大較差がより大きいのは，作成方針が異なるためである．区画審
は当初，「区割りの改定案の作成方針（2001）」「緊急是正法に基づく区割りの改定案の作成方針
(2012)」では，当該都道府県平均人口±33.3% かつ全国平均人口±33.3% という方針だった．妥
当な議席配分手法を用い，全選挙区をこの通りに作って全国最大較差が 2倍未満となることを
期待する方針である．しかし，新しい「区割り改定案の作成方針 (2016)」では，アダムス法（最
大除数法 LD）で議席配分し，最小となる鳥取県（2選挙区）平均人口を下限と定めて，残りの
全区割をその 2倍未満におさめることに変更してしまった．よって，2倍を超える市区や過大人
口選挙区をあちこち分割し，2倍未満ぎりぎりとなる 1.999倍という較差になったのである．
最高裁の違憲状態判決で指摘された「一人別枠方式」を撤廃する代わりに，鳥取県への配慮

として，よく知られた議席配分法の中では唯一，鳥取県に 2議席を与えるアダムス法（最大除
数法 LD）を採用し，その後の区割画定段階での方針も，最小選挙区鳥取を基準にするという，
特定の選挙区に依存した考えであり，方針としてはあまり好ましいとは言えない．従来の平均
±α%とする方が方針としては自然であるし，既に見たとおり，ドイツやアメリカをはじめ各国
の選挙区作成時もそのようになっている15． よって，最適化モデルでは，従来の方針をもとに
考え，最適解を求めている．ただし，議席配分をアダムス法（最大除数法 LD）に合わせた場
合，鳥取県の最小選挙区が全国平均人口−33.3%を下回っているため，上限を+33.3%未満で作
成しても 2倍を超えたのである．議席配分最適化モデルで議席を割り当てた場合は，最大較差
は 1.801倍となる．2000(H12)年，2005(H17)年，2010(H22)年，2015(H27)年，および，今回
の 2020(R2)年の 5回の最適化の結果から，適切な議席配分のもとで，1.7～1.8倍程度の区割を
達成できることは繰り返し確認されている [39, 42, 14, 20]．
最適区割の例を 2つ示す（図 3.2, 3.3）．点は市区町村を表し，隣接市区町村を枝で結んだ隣

接グラフで表現している．点の位置は，各地域の中央ではなく役所の位置である．飛び地となっ
ている市区町村の場合は別要素として扱い，飛び地の点の位置は支所の位置にしてある．点の
直径で市区町村の人口を表現しており，当該都道府県の最大人口を最大円とした 5段階の相対
サイズである．同色が 1つの選挙区を表す．選挙区間の隣接枝は，点線にしてある．
長野県 5選挙区の最適解は，図 3.2に示してあるとおり，最大人口選挙区 403,368人，最小人口

選挙区 403,214人で最大較差 1.000倍，即ち，5選挙区相互に較差 1.000倍となる．奈良県 3選挙
区の最適解は，図 3.3に示してあるとおり，最大人口選挙区 437,797人，最小人口選挙区 437,501

人で最大較差 1.001倍である．よってこちらも，3選挙区相互に較差 1.00倍である．この 2県は，
市区郡では最適解の求解が困難ではないが，市区町村では求解難易度があがる例である．表 3.2

の奈良県の第 2妥当選挙区列挙数等も参照されたい．

15ただし，作成方針が「差」にもとづく平均 ±α%で，評価が「比」だと整合性の点では良くない．
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図 3.2: 長野県 5選挙区 [403,368/403,353/403,349/403,236/403,214] 1.000倍
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図 3.3: 奈良県 3選挙区 [437,797/437,670/437,501] 1.001倍

4 参議院選挙区制
参議院選挙区制は，都道府県が選挙区であると決まっているので，148議席を 47都道府県に

議席配分することになる．ただし，3年毎に半数改選なので，配分議席は偶数であることが前提
となる．よって，74議席を 47都道府県に配分する議席配分問題となる．選挙区数に対して定数
が少ないことと，人口分布が非常に偏っているので，0議席配分となる県がでる最大剰余法 LR

や算術平均法AMDなどは使用できない．
既に 1節で述べたとおり，2015(H27)年の是正案で，選挙区は 47都道府県から 43都道府県＋

2合区の 45区に変更されている．較差を縮小するために合区案が議論されていた当時，対象と
して最小人口の鳥取県と隣の島根県を合わせることが検討されていた．しかし，47都道府県の
どこをどのように合区すると最も較差が下がるのかは明らかではなく，最適化の出番となる．堀
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田 [16, 17]は，最適化モデルを用いて，確かに鳥取県を含む合区が較差を最も下げることを明ら
かにした．ただし，合区の相手は島根県に限定されるものではなく，鳥取県の隣であれば良い
ことも明白にした．つまり，島根県は合区する必要はなく，デメリットしかない．また，合区
数を 1つずつ増やしていったときの合区箇所についての結果も示した．
堀田・根本・和田 [25]は，2015(H27)年国勢調査人口に基づき，[19]の複数人選出選挙区モデ

ルを用い，合区の結果を示した．また，最適化モデルだけではなく，各種除数法を用いた最適
化の結果についても示し，比較検討している．いずれも，0合区の場合は単純な議席配分問題と
なるが，1合区以上の場合は，どの府県を組み合わせて合区とするかと議席配分を同時に考慮す
る必要があり，複数人選出選挙区最適化モデル [19]での議席・区割同時決定問題を解くことに
なる．本論でも同様のモデルを使い，2020(R2)年国勢調査人口に対する結果を示す．
都道府県を点とし，隣接間に枝をはる隣接グラフを用いるが，本州と北海道，および，九州

と沖縄県は接続しない．よって，北海道と沖縄県は孤立点となり 1選挙区が確定する．ただし，
求解前は配分議席数は未確定であることに注意されたい．本州と四国，本州と九州は，橋で接
続されている箇所が隣接となる．衆議院小選挙区制のモデルと同様，前処理として第 2妥当選
挙区のアイデアを採用するが，列挙上限は，人口が最大の東京都迄であり，面積が最大の北海
道迄に制限している．これは，合区導入前の参議院選挙区制において，単独で 1選挙区となる
最大人口が東京都であり，単独で 1選挙区となる最大面積が北海道であるためである．よって，
これらを合区として許容されうる最大サイズの根拠とした [25]．すると，合区の候補（第 2妥当
選挙区）は，47都道府県単独を含み，9157個となる．
この設定・モデルを用いた最適化による結果は表 4.1となる．

表 4.1: 参議院 選挙区 最適合区と最大較差
m k max min ratio m k max min ratio

47 0 2,437,015 549,097 4.438 29 18 2,016,520 1,449,323 1.391
46 1 2,394,442 687,307 3.484 28 19 1,895,738 1,404,595 1.350
45 2 2,282,543 753,067 3.031 27 20 1,885,678 1,406,251 1.341
44 3 2,260,704 795,981 2.840 26 21 1,871,908 1,449,323 1.292
43 4 2,260,451 805,502 2.806 25 22 1,820,284 1,449,323 1.256
42 5 2,186,244 916,555 2.385 24 23 1,808,360 1,449,323 1.248
41 6 2,186,244 939,390 2.327 23 24 1,795,832 1,449,323 1.239
40 7 2,047,434 955,851 2.142 22 25 1,792,574 1,449,323 1.237
39 8 2,016,520 1,018,488 1.980 21 26 1,780,414 1,449,323 1.228
38 9 2,010,989 1,060,878 1.896 20 27 1,773,578 1,449,323 1.224
37 10 2,016,729 1,113,684 1.811 19 28 1,730,098 1,449,323 1.194
36 11 1,958,006 1,113,684 1.758 18 29 1,730,098 1,449,323 1.194
35 12 1,937,746 1,203,597 1.610 17 30 1,730,098 1,449,323 1.194
34 13 1,937,746 1,211,993 1.599 16 31 1,730,098 1,449,323 1.194
33 14 1,929,763 1,262,823 1.528 15 32 1,730,098 1,449,323 1.194
32 15 1,909,112 1,304,001 1.464 14 33 1,730,098 1,449,323 1.194
31 16 1,895,738 1,312,968 1.444 13 34 1,730,098 1,449,323 1.194
30 17 2,010,989 1,404,595 1.432 12 35 1,730,098 1,449,323 1.194
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表 4.1の項目 mは選挙区数，kは結合する府県の数を表し，m+k = 47である16．max，min，
ratio は，選挙区人口を配分議席で除した値の最大値と最小値，および，その比を表す．
まず，合区を用いない場合の一票の最大較差下限は 4.438倍となることがわかる．現行と同様

2合区作る場合は，現行と同じ，鳥取県+島根県，徳島県+高知県 の 2合区が最適の結果となり，
3.031倍である17．結合府県数 kが 1～10のときは，全ての合区は 2県で構成され，結合府県数
kが 11以上になると，3府県の合区が出現する．
合区制のみを用いて最大較差を 2倍未満にするには，結合数を 8つにする必要があることが

わかる．これは，2010(H22)，2015(H27)年人口データによる結果とほぼ同様である [17, 25]．結
合府県数 k = 15で 1.5倍未満となる．結合府県数 kが 21以上では，人口下限 (min)は沖縄県
単独選挙区の人口となり，以降，較差縮小の目的を達成するには上限を下げていくだけとなる．
結合府県数 kが 28以上では，上限 (max）も固定され，1.194倍がこの設定のもとでの合区の最
大較差限界値となる．結合府県数 kが 35を越える（選挙区数mが 11以下になる）と実行不能
となる．これは，選挙区数mが 11以下だと，平均人口が最大人口として制約を課している東京
都の人口を超えるためである18．
一票の最大較差最小化を目的とした最適化の他に，分布間の擬距離を測る情報量の 1つの例

として，Kullback-Leibler divergence による結果も示す（cf. [23, 25]）．これは，議席配分法で
言うと閾値対数平均除数法 LMDに該当する（cf. [65, 66]）．最大較差が 2倍未満を達成すると
ころまで計算すると，表 4.2となる．比較のために最適合区の対応箇所を再掲・併記する．

表 4.2: 参議院 選挙区 最適合区とKL-divergence
手法 opt KLd

m k max min ratio max min ratio

47 0 2,437,015 549,097 4.438 2,809,190 549,097 5.116
46 1 2,394,442 687,307 3.484 2,809,190 687,307 4.087
45 2 2,282,543 753,067 3.031 2,751,969 753,067 3.654
44 3 2,260,704 795,981 2.840 2,751,969 795,981 3.457
43 4 2,260,451 805,502 2.806 2,525,645 795,981 3.173
42 5 2,186,244 916,555 2.385 2,525,645 795,981 3.173
41 6 2,186,244 939,390 2.327 2,282,543 795,981 2.868
40 7 2,047,434 955,851 2.142 2,282,543 916,555 2.490
39 8 2,016,520 1,018,488 1.980 2,282,543 916,555 2.490
38 9 2,010,989 1,060,878 1.896 2,282,543 1,063,102 2.147
37 10 2,016,729 1,113,684 1.811 2,282,543 1,118,841 2.040
36 11 1,958,006 1,113,684 1.758 2,176,786 1,203,597 1.809

KL-divergenceを用いた議席と合区の同時決定最適化では，府県結合数 k = 11のとき，1.809

倍と 2倍未満が達成されることがわかる．最適合区とKL-divergence の詳細を図 4.1, 4.2に示す．

16合区の数と結合する府県の数は一致するとは限らないことに注意されたい．3以上の府県で 1つの合区を構成
する場合があるからである．

17最適解の 1つであり，同じ較差の別解があることに注意されたい（cf. [16, 17, 25]）．
18全国人口を 11で除した値が東京都の人口を超えるので，実行不能となるということ．

– 18 –



図 4.1: 参議院 選挙区 最適合区

図 4.2: 参議院 選挙区 KL-divergence

横軸は，選挙区数 (m=47～36)を，縦軸は（1選挙区平均）人口を表す．図の 1つの円が 1つ
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の選挙区を表し，プロットされる位置は 1選挙区平均人口を，円の大きさは選挙区に割り当て
られた議席数を表す．最小サイズの円が 1議席選挙区である．例えば，m = 45では，45個の点
（2箇所の合区を含む）が各々の平均人口の位置に縦に並ぶ．中央の横線は全国人口を議席数 74

で除した全国平均を，その上下の赤線 [×4
3
,×2

3
] は平均±33.3%ライン（この間に全選挙区が入

れば最大較差 2倍未満となる）を，その外側の青線 [×5
3
,×1

3
] は平均±66.7%ライン（この間に

全選挙区が入れば最大較差 5倍未満となる）を示している．左端の選挙区数 47の場合は合区な
しを意味し，表 4.2に示した通り 5.116倍であり，右端の選挙区数 36の場合は，11箇所の府県
結合で，KL-divergenceで最大較差が 1.809倍と 2倍未満を達成するところである．
最適合区では，分布が平均より上か下にやや抑えられる形になる傾向がある．これは，目的関

数が平均からの乖離ではなく，比を最小化していることによる．それに対し，KL-divergence な
どの閾値に平均を用いる除数法などでは，平均を中心として上下に分布する様子が見て取れる．
2倍未満を達成する選挙区を構成する最適合区の右側 4つ（m=39,38,37,36）と，KL-divergence

の右端（m=36）とを比較して，両者の違いをよく観察されたい．
さて，合区制度そのものに対する賛否があり，現在，合区制度を廃止したい動きもあるようで

ある19． 特に，合区対象となっている 4県で反発が大きいように思える20． 立候補者が自身の
住居のある県にいない場合，投票する意義を見いだせないなどの理由があるようだ．本来，国
会議員の選挙は，国の代表を選出するものであり，地域代表を国会に送りこんだり，地域の利
益代表ということではないと思うが，後者の視点で考える有権者が多いのかもしれない．
2022年 12月の日経の記事では，ブロック制にする案が検討されているようだ．ただ，合区は

嫌なのにブロックはOKというのは矛盾しているように思う．同じブロック内で自身の居住す
る県から立候補者がいないのであれば，状況としては同じだからだ．割当議員数がブロック構
成県の数以上だとしても立候補者が全県に出る，などとは必ずしも期待できないと思う．
合区をせず，都道府県を単位として選挙を実施することにこだわるのであれば，別の方策も

ある．「3年毎半数改選」と言う部分の解釈を変更する．現在は，「都道府県単位で」半数改選と
考え，148議席を各都道府県に「偶数で」配分するが，「全国で」半数改選と解釈すれば，偶数
にする必要はない．この場合どうなるのかについても，最適化手法は結果を示してくれる．148

議席を 47都道府県に人口に比例して配分する設定で，8手法と議席配分最適化モデルの結果は，
表 4.3の通りである．

表 4.3: 参議院 選挙区 奇数配分を許す場合の最大較差
剰余法 除数法 最適化

手法 最大 最大 調和平均 幾何平均 対数平均 identric 算術平均 最小 2値
LR LD HMD GMD LMD IMD AMD SD optR

max 1,118,841 968,873 1,118,841 1,118,841 1,118,841 ∞ 1,232,575 ∞ 1,063,102
min 549,097 509,244 549,097 549,097 549,097 601,799 549,097 718,333 549,097
ratio 2.038 1.903 2.038 2.038 2.038 - 2.245 - 1.936

19日本経済新聞「自民、改憲で参院合区解消　憲法審　立民は不要と主張」2022 年 12 月 7 日 20:19
https://www.nikkei.com/article/DGXZQOCD07ANG0X01C22A2000000/

20産経新聞「徳島高知、鳥取島根　合区「応援しがいない」と批判　投票率低下の恐れ」2019年 7月 18日 16:47
https://www.sankei.com/article/20190718-BF3YLFTAXRMDZKYJZJDHKLAFRE/
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除数法のいくつかにおいては，0議席配分となる県が存在する．最適化モデルは割当分特性を
条件とする 2値版で，2倍未満となる 1.936倍がその限界値である．最大除数法 LD の ratio が
それより小さいのは，割当分特性を満たさない配分となるためである．この設定の場合，奇数
配分の都道府県は 3年毎に改選数が 1異なることになる．全国では 3年毎に半数 74となるよう
に調整すれば良い．また，10～15程度の県が 1議席配分となり，1議席配分の県は 6年毎に選挙
となる．これらを許容できるなら，偶数で配分することをやめるだけで最大較差が 2倍程度で，
合区を用いず都道府県単位の選挙区制を実施可能である．

5 おわりに
国政選挙（衆議院比例代表制，衆議院小選挙区制，参議院選挙区制）について，2020(R2)年

国勢調査人口（日本国民）と当時の行政界（市区町村）をもとに，これまで培われてきた議席
配分最適化モデルや区割画定最適化手法を用いて，一票の最大較差を最小化する最適解を導出
した．その結果，衆議院比例区の議席配分限界値は，1.077倍である．また，衆議院小選挙区の
議席配分限界値は 1.657倍であり，区割画定時の限界値は 1.801倍である．最適解の求解には第
2妥当選挙区のアイデアが極めて有効であることが再確認された．今回も含めて小選挙区制の 5

回（2000, 2005, 2010, 2015, 2020）の結果から，適切な議席配分のもとでは，一票の限界較差は
1.7～1.8倍程度におさえられることも再確認された．
参議院選挙区制においては，合区をしない場合の限界較差が 4.438倍であり，1箇所の合区導

入で 3.484倍になり，2箇所の合区で 3.031倍となる．今回も含めて選挙区制の 3回（2010, 2015,

2020）の結果から，較差に対する合区の効果が大きいことが再確認された．また，合区のみで 2

倍未満を達成するには 8箇所程度の府県結合が必要なことも再確認された．さらに，奇数配分
で 6年毎の選挙となる県が 10程度出ることを許容できるなら，最大較差 1.936倍で都道府県単
位の選挙区制度を実施可能である．
最適化により限界値を示すことで，制度設計の不備や問題点，改善方法などが示唆され，政

治的に非常に意義があることが再確認された．
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